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ご挨拶
「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック」は今年で20年目を迎えます。これ
まで、この激動の時代にエンタテイメントとメディアという二つの業界で起きたさまざまな変
化をつぶさに追跡し、報告してまいりました。本年度もPwCが有する豊富なデータ、予測、
分析結果を掘り下げ、貴社の今後の戦略策定に役立つような新たな着眼点や示唆を導き出
し、本レポートにまとめさせていただきました。

本レポートは、14の業界セグメントならびに53の国と地域
に関して収集した包括的なデータや予測を基に、PwCの業
界専門家が自身の経験や見解と照らし合わせて、重要なテー
マをあぶり出し、世界のエンタテイメント・メディア業界で活
躍する企業にとって実用的な示唆を提供しています。

本年は消費者の視点にフォーカスを当てて業界を分析し
ました。テーマは「パーソナライゼーション」。近年メディアイ
ンタラクションはますますパーソナライズする傾向を見せて
おり、厳しい選択眼と旺盛な消費欲を持つ消費者は、さまざ
まなコネクテッドデバイスを活用し、自らの嗜好・環境・予定
に合わせてメディア体験をカスタマイズしています。それに
応じるべく、企業はあらゆるデータや利用パターンを分析し
て商品やサービスを設計し、もはや「数十億人単位の消費
者」ではなく「数十億人の個々の消費者」に対して個別に売
り込みを図っています。

また、このパーソナライゼーションの潮流はエンタテイメ
ント・メディア業界のあらゆるセグメントに属する全てのプ
レーヤーに対して大きな影響を与えます。ビジネスや収益モ
デル、エマージングテクノロジー、規制対応や信頼獲得など、
企業はあらゆる側面において最新動向を把握して将来を予
測し、積極的かつアジャイルに対応する姿勢が求められます。

そして、次世代モバイル通信5Ｇの導入はどのような影響
を及ぼすのでしょうか。この技術革新は一見、エンタテイメ
ント・メディア業界の外で起きていることのように思えます。し
かし実際には5Gネットワークが導入されると、新たなユー
スケースが作られ、顧客体験が飛躍的に向上します。さらに
ビデオゲームからスポーツイベントの高画質ビデオストリー
ミングまで、この業界の多くのサブセクターの成長を加速さ
せるでしょう。このような大きな変革にうまく対応できる企業
にとって、5Ｇはとてつもなく巨大なビジネスチャンスの到来
を意味します。

PwCエンタテイメント・メディア業界チームは、毎年この
レポートを執筆することを心待ちにしています。さまざまな
アイデアを掛け合わせて、各セグメントや各テリトリーがど
のような相関関係にあるかを理解するまたとない機会です。
本レポートが、貴社に気付きをもたらすきっかけとなりまし
たら幸いです。当社の調査結果や考察が、貴社のビジネス
にどのように関連し活用できるかについて、さらに詳しくお
知りになりたい場合は、各国のPwCチーム（23ページ参照）
までお問い合わせください。
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はじめに：
パーソナライゼーションが時代の主流に1

「あなたはどのような形でエンタテイメント・メ
ディアのコンテンツに接触していますか？」―20

人に問いかければ、20通りの答えが返ってくるだ
ろう。たとえ同じ屋根の下で暮らす家族であっても、
それぞれ異なる方法で同じコンテンツを視聴する
可能性がある。例えば、片方の親は米有料テレビ
HBOの『ゲーム・オブ・スローンズ』ファイナルシー
ズン第1話を日曜の放映時刻に60インチテレビで
視聴する。もう片方の親は、iPadのHBO Goアプ
リを使って深夜に観る。10代の子供は、翌日自分
の携帯で視聴しつつ、同時にビデオゲームで遊ぶ。
大学の休みで帰省している娘は、自分のノートパ
ソコンにダウンロードしておき、4日後に再生する、
といった具合だ。

もちろん2019年現在でも、見たいテレビ番組の
ために時間を空けておく、という視聴者の従来の習
慣は残っている。しかし、今や視聴時刻を決めるの
は視聴者側なのである。

消費者がニーズ（嗜好、環境、予定など）に合わせてメディ
ア体験を自らカスタマイズできる環境はますます広がり続け
ている。自宅でも外出先でも、オーバー・ザ・トップ（OTT）
サービスで自らチャンネルを選び、スマートホームやコネク
テッドカーなどのスマートデバイスを導入して、生活の中に
多くのメディアコンテンツを自在に取り込んでいる。

こうした消費者の行動は、エンタテイメント・メディア業界
の安定的成長を牽引している。PwCの「グローバル エンタ
テイメント＆メディア アウトルック 2019-2023（以降、アウト
ルック）」が示すように、業界の市場規模は経済全体の成長
率を上回り、年平均成長率（CAGR）4.3％で2023年まで成
長すると予測される。

成長の一途をたどるメディア業界において、中核となる
テーマは「パーソナライゼーション」と「デジタル化」であり、
消費者が各々の専用デバイスを通じてメディア体験を楽し
むという方向に進化している。一方、企業は「数十億人単位
の消費者」ではなく「数十億人の個々の消費者」に対して個
別に売り込みを図るために、利用パターンなどのデータを活
用しながら個人の嗜好を軸に、サービスや事業モデルを設
計している。世界最大手のプラットフォーム事業者は、消費
者それぞれの嗜好を予測して応えるべく、AI（人工知能）対
応のアルゴリズムを適用した再生リストやレコメンデーショ

Source: PwC Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023, www.pwc.com/outlook
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ンを提供している。また近年、多様な性能のバーチャルアシ
スタントが登場しており、所有者からの要望に対応するべく
いつも傍らにスタンバイしている。その対抗として、マーケ
ターは消費が起こる、まさにその時点で消費者に接触する
チャンスを捕捉しようと争っている。

あらゆるものが消費者と個人の体験に収束するこの世界
は、一方で、個人レベル・世界レベルの両次元において分散
化が進む世界でもある。パーソナライゼーションとは、標準
化の対極にあり、例えば音楽、映画、ゲームをあらゆる消費
者が体験する際に、その体験がそれぞれユニークであること
を意味する。当時絶賛されたテレビシリーズ『ブラック・ミ
ラー : バンダースナッチ』では、視聴者がまるでRPG（ロー
ル・プレイング・ゲーム）のようにストーリー展開を選択でき、
異なるエンディングが複数用意されていた。このように消費
者の異なる趣向、例えばポッドキャストを運動中に聴く人と
通勤中に聴く人の違いを理解することが、より効果的な広告
開発、ユーザー体験の向上、そして高いビジネス結果をもた
らす鍵となる。またグローバル視点では、地域別に違いの出
る所得、規範、文化、インフラなどの要因により、エンタテイ
メント・メディア業界の各セグメントの普及率やパフォーマン
スが国や地域で大きく異なるとされる。

これらが意味することは、将来の成功を願う全ての企業
にとって、消費者に焦点を当て、継続的にイノベーションと
実験を重ね、大規模な投資を行う体制を整えることが必要
不可欠であるということだ。

この分散化を強いられるメディア業界は、常に消費者を
中心に融合している一方、業界におけるトランスフォーメー
ションはまだ完了したわけではない。例えばPwCの調査に
よると、動画ストリーミングサービスで表示されるレコメン
デーションの質に不満を抱いている消費者はいまだ多い。ま
た、個人情報の取り扱いや所有権をめぐる深刻な問題が顕
在化し、世界各国の規制当局は対応に追われ、企業は新た
なプライバシー保護制度の構築を強いられている。すなわ
ち、エンタテイメント・メディア業界各社がメディア体験をパー
ソナライズしていくという動向は、パーソナルデータの安全
性と機密性の壁により、将来的に制限されていく可能性もあ
るということだ。いつの時代においても、信頼こそが最重要
課題であることに変わりはない。

本レポートでは「アウトルック」の調査結果を基に、エンタ
テイメント・メディア業界の動向を深掘りし、分析した。今回
のキーワードは�パーソナライゼーション�である。

2023
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58.9%2020

57.3%2019
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40.7%

2015
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47.0%

2017
50.5%

2018
53.1%

Source: PwC Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023, www.pwc.com/outlook

全世界のエンタテイメント・メディア業界におけるデジタル分野収益 全世界のエンタテイメント・メディア業界におけるデジタル分野収益（予測）

容赦なく進行するデジタル化
エンタテイメント・メディア業界に占めるデジタル分野収益の比率は、毎年右肩上がりで増大している 

出典： PwC, Global Entertainment & Media Outlook 2019-2023, www.pwc.com/outlook
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2
エンタテイメント・メディアにまつわる消費者行
動は急速な変化を遂げており、あらゆるものがパー
ソナライズされた体験へとシフトしている。しかし
同時にまだ多くの消費者が他者と共通の体験をす
ることを求めていることも事実である。2018年の
劇場興行収入は前年比5.2％増となり、2023年ま
での年平均成長率（CAGR）は4.3％で増加すると
予測されている。またFIFA（国際サッカー連盟）に
よると、2018年夏のクロアチア対フランスの緊迫し
たワールドカップ決勝戦を、世界で11億2,000万人
（実に世界人口の7人に1人）が生中継で視聴した
という。しかし同時に、特にブロードバンド回線の
普及率が高い地域においては、消費者がメディアメ
ニューを自ら設計し、自分のペースで消費するとい
う動向がますます高まっている。

孤立化か、ソーシャル化か?

さて、エンタテイメント・メディアにおける消費動向の実態
とはどうなっているのか？ある次元では、今日の消費はより
孤立を深めているように見える。街中、電車内、エレベーター
内、どこを見てもアップルのAirPodsを装着した人々で溢れ、
まるで各人が閉ざされたプライベートな空間で過ごしている
かのように見える。映画もまた、ノートパソコンや携帯電話
から1人の世界で視聴することが可能だ。そしてオンデマン
ドのストリーミングを使えば、視聴者は政治討論会から人気
シリーズのドラマの最終回まで、自由に再生開始・終了する
ことができる。

しかしながら、パーソナライゼーションの動向には、ソー
シャルな側面も内在する。Spotifyでプレイリストを共有し
たり、中国のdanmu（弾幕）動画で生放送のテレビ番組にコ
メントしたり、世界中のゲーマー仲間とマルチプレーヤー・バ
トル・ロイヤルに参戦したりと、多くの消費者はメディアをソー
シャルインタラクションの手段として利用している。また、テ
クノロジーやエンタテイメント・メディアを活用し、孤独を緩
和するために自らが没入できる環境や世界を構築するなど、

メディアをソーシャルインタラクションの代わりとして利用す
る消費者も存在する。10代の若者に普及した『フォートナイ
ト』などのバトル・ロイヤル・ゲームは、上記のいずれか、また
は両方の目的を満たすものとして考えられる。

受動的な消費から能動的な消費へ

メディア体験が個人にとってどのような役割を果たそうと
も、潮流の行く先は変わらない。消費者は、メディアの種類
や体験を自らが慎重に選び、新しいタイプのパーソナルス
ペースを創出する方向へと向かっている。そしてその世界は、
新たなコンテンツのレコメンデーションを常時提供するAIや
アルゴリズムによって形成されている。

これら消費行動の変化は以前から予期されていたものの、
近年になり一般的となった。テクノロジーの進化とサービス
内容の進化により、消費者は受動的なメディア消費から能
動的なメディア消費へと移行し、その視聴方法もテレビのよ
うにチャンネルをあわせると番組が流れるリニアからオンデ
マンドへ移り変わっている。さらに、メディア単体の消費から
複数のメディア全体としての消費に遷移しつつある。

予測値

Source: PwC Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023, 
www.pwc.com/outlook

世界のOTT動画サービス業界の収益、カテゴリー別
（単位：10億米ドル）

都度課金制ビデオ・オンデマンド収益
ビデオ・オンデマンド加入者からの定額料金 
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世界のOTT動画サービス業界のカテゴリー別収益	
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OTTとスマートスピーカーがますます成長するなかで

これらの変化を表す兆候は数多くある。一つは、ケーブル
テレビや衛星放送チャンネルのバンドリング（セット販売）を、
消費者が拒絶する動きである。代わりに、消費者は好みの
コンテンツを提供している多様なOTTサービスに加入し、自
分専用かつその時の気分に応じたチャンネルセレクションを
カスタマイズしている。ケーブルテレビや衛星放送の市場規
模に比べればまだ小さいものの、世界のOTT市場規模は
2018年に382億米ドルを突破し、2023年までに倍増する見
通しである。

バンドリング解消の動きは世界各地で起きている。
2019年11月にサービス開始予定のディズニーのOTTプラッ
トフォームDisney+は、ファミリー世帯向けの充実したコン
テンツポートフォリオを武器に、メインストリームのテレビ視
聴者をターゲットとして設定している。インドにおいては、有
料テレビサービスのTata Skyが携帯電話で視聴可能となり、
全国ネット局大手であるBalaji Mediaを含め、インドでOTT

サービスを提供する多くの放送局やコンテンツ制作者の輪
に加わった。日本では、英国のOTTスタートアップ企業
DAZNが国内のサッカーと野球の放映権を支配している。こ
れらの企業は、消費者が自らの好みに合わせてチャンネル
を購入し、都合の良い時間に再生するといった、能動的なコ
ンテンツ消費をかなえるサービスを提供している。

また、スマートホームやコネクテッドカーの台頭により、個
人消費が活発化していることがうかがえる。今後5年間で、ス
マートスピーカーはスマートホームにおける中心的デバイス
としての地位を確立し、その保有率は年平均成長率
（CAGR）38.1％で成長し、2023年には世界で4億4,000万
台に達する見通しである。2019年初頭にアップルは中国で
HomePodを発売し、米国系大手スマート・スピーカー・メー
カーでは、唯一中国で製品販売する企業かつ中国語で音声
認識アシスタントサービスを提供する企業となった。2018年
時点では米国がスマートスピーカーの最大市場であったが、
2021年には中国に追い越され、2023年には1億5,600万台
のスマートスピーカーが中国で普及する見通しである。ス
マートスピーカーが普及するにつれ、成長著しい音声関連
メディア産業（ポッドキャスト、音楽、ニュース、広告など）は、
プル（需要）型・プッシュ（供給）型ともにスマートスピーカー
を通して消費者へリーチするようになるだろう。

手入力デバイスは音声によって代替される

スマートスピーカーの普及は、音声を新たに競争領域の
舞台へと押し上げるだろう。そしてメディア体験は、音声に
よってさらに能動的かつパーソナルなものとなるだろう。話
し言葉は直感的かつインタラクティブであり、人間と機械の
「心の交流」を深める。お気に入りのコンテンツを届けてくれ
たことに対し、人がスマートスピーカーにお礼を言うのは珍
しいことではないが、モバイル機器にお礼を言う人はいない。
各社まだ対応を始めていないのであれば、音声戦略につい
て検討を開始することが必要である。

パーソナライズされたメディアのパズルの最後の1ピース
となるのは、移動体通信における革新的技術である5Gネッ
トワークの登場である。なお、5Gによる影響については、
14ページでその他新しいテクノロジーとともに、より深く堀
りさげていく。現時点で、既にインターネットへアクセスする
手段としてはスマートフォンが最も普及しており、5Gネット
ワークの到来は、パーソナライズされたメディア消費をさら
に活性化させることであろう。実際に、5Gネットワークは、
データとコンテンツを個人に届ける新しいチャネルとなるだ
ろう。

予測値

Source: PwC Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023, 
www.pwc.com/outlook

スマートスピーカーのデバイス台数に関する世界上位3つの市場
（単位：百万台）
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スマートスピーカーのデバイス台数、世界三大市場	
（単位：百万台）

https://www.pwc.com/outlook
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3
エンタテイメント・メディアの体験がパーソナラ

イズされ、かつ能動的になることは、企業の製品の
フレームワークや開発に深い影響を与える。そして
同時に、マーケティングから販売までの手法に新た
な責任や、時には制限をもたらすこととなる。最終
的なインパクトは地域によって異なるものの、この
新たなダイナミクスは、さまざまなプラットフォー
ム、コンテンツ、デジタルおよび現実の体験に対し
て影響を与えるだろう。企業がグローバル市場へ
参入する中で、その全ての市場に対して単一の戦
略だけをもって挑むことが無謀であることは明ら
かである。

定額制で全てを手に入れる

時には、企業は幅広いコンテンツを最大限に取り揃える
ことで、消費者の期待に応えている。消費者行動の変化やテ
クノロジーの進化に対応する上で最も顕著なトレンドの一
つは「視聴し放題」モデルであり、世界のデータ消費量の爆
発的増加に拍車をかけている。データが低価格で入手でき
るようになり、より多くのコンテンツが制作され、デバイスが
普及するにつれ、企業は量による差別化を図るようになった。
最も身近な例は、NetflixやSpotifyなどのストリーミング
サービス事業者であるが、このような戦略をとる企業は他の
メディアにおいても出現し始めている。2019年3月にサービ
スが開始されたAppleのNews+アプリは、月額定額制で
300種類の雑誌、新聞、デジタル出版物のコンテンツが閲覧
可能なサービスである。

ただし、必ずしも全ての消費者が無制限のデータとコン
テンツに対価を支払うことを望んでいる訳ではないことを多
くの企業は認識している。従来の基本性能を無料で使える
「フリーミアム」の課金モデルや広告支援モデルとは全く異
なる、価格差別モデルも導入されている。例えば2018年8月、
中国のアリババは、「88VIP」と名付けたプレミアム会員向け
パッケージを開始した。このサービスは、買い物、エンタテ

イメント、地域サービスなどを対象とし、アリババのエコシス
テム全体で会員専用の特典を提供している。MoviePassは
立ち上げ当初、米国の映画ファンに向けて低価格な月額定
額制で、映画館での鑑賞し放題サービスを提供して話題と
なったが、その後、3段階に分けた月額定額制へと移行した。
そしてその料金設定は、加入者の居住地の物価や相場を一
部勘案した上で決定されていることも特徴の一つだ。

アリババやAmazonなどの企業は、より拡張性に優れた
エコシステムを作り上げており、その中においてメディアの
位置づけとは一つの要素にすぎない。これらの企業は、消
費者に複数のサービスを利用してもらうために、エンタテイ
メント・メディア・サービスの魅力を利用してエントリーポイ
ント（参入時期）を創出している。また、他のサービスを利用
している消費者に対しても、自社のエンタテイメント・メディ
ア・サービスへのシームレスかつ容易なアクセスを提供して
いる。

現地市場のダイナミクスが重要性を高めつつある

企業は、消費者の嗜好傾向を主な材料として各市場をセ
グメント分けしてきたが、現在は各地域に対して異なる事業
モデルを適用することも始めた。ストリーミング大手企業の
NetflixやAmazonは、地域特有の経済状況や消費者の慣
習を認識した上で、各市場に異なる価格設定を適用する試
みを行ってきた。Amazonプライムは、購入品の送料が無制
限に無料となり動画コンテンツも利用できるサービスだが、
日米ともに裕福な国であるにもかかわらず、日本の年会費
は米国の3分の1未満である35米ドルに設定されている。

新興国の市場においては、サービスを数段階に分けて価
格設定することで、値ごろ感で競争しようとする傾向が出て
きている。これは、低所得層の消費者でも購入できるよう、消
費財メーカー各社が商品開発の際に取る方法と類似してい
る。東南アジアにおいては、多くの通信事業者がデータ、イ
ンターネット、OTTサービスを値ごろな価格でバンドリング
（セット販売）している。例えば通信大手PCCWのOTTビデ
オサービスであるViuは、日本語、韓国語のコンテンツとデー
タをバンドリングしている。

ビジネスへのインプリケーション：
全てに共通する一つの解決策は無い

https://www.alibabagroup.com/en/news/article?news=p180809


グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック 2019-2023 07

アジア太平洋地域の飛躍
的な伸長―
中国市場が最大のシェアを持ち、2023年までに世界
のインターネット広告収益におけるシェアを伸ばし、一
方、北米のシェアは41.9%から39.3%へ下落する見
通し。

メディアの中では、成長が著しいセグメントと不振なセグ
メントがあるが、その状況は地域間で明確な違いがみられ
る。これは、可処分所得、信頼性の高い超高速ブロードバン
ドの整備状況、市場の相対的な成熟度などの要因を反映し
ていることが多い。例えば、ナイジェリアにおける2023年ま
でのデジタル広告収益の成長率予測は、ドイツの約3倍であ
る。また、そのような違いが先進国同士の間でも強まってい
る。以前は、米国がエンタテイメント・メディア業界を牽引し、
他の先進国が米国を追う形で成長してきた。しかし、本年の
「アウトルック」のデータが示唆するのは、そのような一般論
はもはや該当しないということである。米国は2018年に劇
場興行収入が大きく成長したが、西欧諸国では減少が見ら
れた。ビデオゲームのセグメントにおいては、ソーシャルゲー
ムとカジュアルゲームの収益が、従来からの有名ゲームタイ

トルの収益を上回るというのが世界的な動向である。この
世界的な動向の変化の始まりは2017年にさかのぼるが、米
国はこの流れに後れをとっており、2018年のビデオゲーム
収益において従来型ビデオゲームの収益が60％を占めたが、
2023年になってもなお（減少傾向にはあるものの）大半の
シェアを占める見通しである。

世界がこれほど互いに密接に結びついているにもかかわ
らず、世界のエンタテイメント・メディア市場は、その全貌を
簡単に把握しづらい状態になっている。つまり、事業戦略を
策定する際に、全てを十把ひとからげに一般化して論じるこ
とはできない。セグメントや地域別に詳細な分析を行い、各
国特有の要因を考慮したアプローチを取る必要がある。企
業が大型合併を通じてかつてないほど幅を広げようとして
いる今、企業は数十億人もの個々の消費者にアプローチす
るために、地域固有のローカルインサイトを深く探ることが
求められている。

分散化が続く中で

個人の選択肢が広がったことにより、エンタテイメント・メ
ディア・ビジネスにとってさらに別の課題、そして機会が創出
された。メディアプラットフォームが増えるにつれて、消費者
が自分の好みでコンテンツメニューを作り上げることがます
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データ消費の世界的需要
5Gネットワーク導入と成長途上国における強力な成長に牽引されて、世界のデータ消費量は急増している 
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出典： PwC, Global Entertainment & Media Outlook 2019-2023, www.pwc.com/outlook

データ消費の世界的需要	
5Gネットワーク導入と新興国における強力な成長に牽引されて、世界のデータ消費量は急増している

https://www.pwc.com/outlook
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ます困難かつ高価になってきているのだ。スポーツ、映画、ラ
イフスタイル、テレビシリーズ全話など、欲しいコンテンツを
全て網羅するためには、複数のサービスに加入せざるを得
ないことが多い。例えば米国プロフットボールNFLの放映
権がAmazonプライム、Fox、CBS、ESPN、NFL Network

に分かれており、それぞれの独自アプリやチャンネルでの視
聴が求められる。

このような分散化は、消費者、コンテンツ制作者および
マーケターにとって混乱の原因となっている。人々は携帯電
話に数十ものアプリをダウンロードするものの、実際はごく
一部のアプリに大半の時間を費やしている。最近のPwC調
査結果によると、多くの消費者は、見たい動画を一つのプラッ
トフォームに集約し、請求も一つにまとめてほしいと考えて
いることが分かる。

2018年10月、PwCは現在進めている調査の一環として、
世帯年収4万米ドル以上で、18～59歳の消費者2,016名を
対象とする調査を行った。動画コンテンツを視聴する際の動
機、不満、希望などを質問した結果、現状を明確に照らし出
す回答が得られた。

「A new video world order」と題したPwCのレポートが
明らかにしているように、コードカッティング（ケーブルテレ
ビの解約）の件数は引き続き増加しており、現在、消費者の
67％のみが有料テレビ加入者で、2017年の73％、2016年
の77％から減少し続けている。また動画配信プラットフォー
ムが分散化している状況に関しては、回答者の過半数
（51%）が、プラットフォームやサービスの種類を問わず、月
額料金の支払いを一カ所にまとめたいと望んでいることが
分かった。さらに、回答者の50％が、全ての動画コンテンツ
がいずれは一カ所から視聴可能になることを望んでいた。こ
の割合は、いつでもどこでも無制限にコンテンツラインナッ
プを求める「熱狂的視聴者」層においては64％、ゲーマーに
多い、コンテンツを能動的に選択する「関与者」層において
はわずか35%であった。

2018年
OTTビデオの収益は、世界の有料テレビサービス収益
のわずか18.6％であったが、2023年には35.4％へと
急増する見通し。

Source: PwC Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023, www.pwc.com/outlook

世界各国間におけるギャップ
鍵となるいくつかの成長途上国において、デジタル広告の市場規模が今後急成長する見通し

2018–2023年の年平均成長率（CAGR）予測
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世界各国間におけるギャップ	
鍵となるいくつかの新興国において、デジタル広告の市場規模が今後急成長する見通し

https://www.pwc.com/us/en/services/consulting/library/consumer-intelligence-series/video-consumer-motivations.html
https://www.pwc.com/outlook
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複雑さが増すことは、ビジネス上、課題ともなる。5Gモバ
イルネットワークの到来により、例えばOTTと5Gの組み合
わせなど、新種のバンドリングサービスが生み出されるだろ
う。企業は「広告がない」「広告が少ない」または「サブスク
リプション」の中からどの事業モデルを追求するか決断を迫
られる。さらに、顧客の獲得・維持がコンテンツによって左右
される現在、OTTサービスプロバイダーはオリジナル番組
の制作やスポーツイベントの放映権を獲得するべく、高額な
費用をかけて互いに競争を激化させている。多くのビデオオ
ンデマンドは、十分な規模となる顧客数を獲得できなかった
ことが失敗につながっている。

5Gの課題
5Gの影響は、製造業からヘルスケア、小売業、輸送業まで、
実質的にほぼ全ての産業に及ぶ。中でもエンタテイメント・
メディア業界は、提供サービスおよび事業モデルに5Gを比
較的早期に取り入れるであろう。PwC Strategy&が実施し
た最近の研究「Making 5G pay: Monetizing the 

impending revolution in communications 

infrastructure」では、モバイルネットワーク事業者がOTT

サービスプロバイダーと提携し、互いのサービスを接続サー
ビスの月額料金とバンドリングして消費者に販売する戦略
を持っていることを示した。このバンドリングプランには、料
金が明確に表示されている場合と、そうでない場合がある。
例えば、顧客が加入しているデータバンドルに対して加算さ
れない特別な配信サービスを提供するケースなどである。
5Gが普及するにつれて、このような提携の機会もまた引き
続き拡大するであろう。

アグリゲーターのための新たな機会創出

プラットフォームやコンテンツストリームが分散化すること
で、将来的に新しいタイプのアグリゲーター（コンテンツを集
積し、視聴者を集める事業者）に道が開かれる可能性があ
る。NetflixやAmazonはテレビ市場にイノベーションをも
たらしたが、同時に消費者が解決してほしいと切望する問題
も生み出した。その問題とは、見たいコンテンツを探すため
の単一の場所が存在しないということである。消費者が求
める体験の全てを一つの企業が提供することは現状想定し
がたい。そのため、新しい形態のアグリゲーションが重要な
意義を持って出現しようとしている。

この拡大する分散化に対してAmazon、Apple、Google

が独自のソリューションを市場に投入したり、はたまた第三
者が参入したりする前に、従来のテレビ事業者や通信事業
者は分散化にいち早く対処する機会があることを理解する
べきである。

既存のテレビ事業者は既に対策を講じている。2019年
2月、英国のBBCおよび ITVはBritBoxという共同ストリー
ミングサービスの計画を発表した。このサービスは、月額料
金6.99米ドルで、幅広い種類の英国の動画コンテンツを視
聴できるというものだ。また、メディア業界自体で起きてい
る業界再編も、いわゆる「新しいアグリゲーター」の創出に
つながっている。21世紀フォックスを買収したばかりのディ
ズニーは、ディズニー、ピクサー、マーベル、スターウォーズ
が保有するあらゆるコンテンツをDisney+のプラットフォー
ム上で配信する権利を持つ。ワーナーメディアのストリーミ
ングサービスは、HBO、CNN、そして『フレンズ』を含む
Turnerの多様な番組の放映権を持つ。

ブロードバンド普及率の低い新興国市場においては、eコ
マース、配車サービス、メッセージ送受信など、単一目的の
人気アプリが、コンテンツなど多様な新機能を付加すること
で、また別のアグリゲーションが行われている。これらの「スー
パーアプリ」と呼ばれるアプリが、エンタテイメント・メディア
業界におけるプレーヤーとなりつつある。インドネシアのユ
ニコーン企業で、eコマースプラットフォーマーのBukalapak

は、ビデオストリーミングを提供している。日本の無料メッ
セージアプリのLINEは、1億6,400万人の月間アクティブ
ユーザーを保有し、今では漫画、ビデオオンデマンド、ニュー
ス番組の配信も提供している。これら各社に共通する事業
の目的とは何であろうか。企業設立当時には想像もできな
かったような戦略を通じて、消費者のメディア体験に対する
パーソナライゼーションへのニーズを満たすことである。

OTTの世界市場
収益は2023年まで年平均成長率（CAGR）13.8％で
成長し、728億米ドルに達する。この成長は、ビデオス
トリーミングサービスへの需要拡大、成熟市場での消
費の増加、そして新興国・地域での急速な拡大に牽引
されている。

https://www.strategyand.pwc.com/report/Making-5G-pay
https://www.strategyand.pwc.com/report/Making-5G-pay
https://www.strategyand.pwc.com/report/Making-5G-pay
https://www.bbc.co.uk/mediacentre/latestnews/2019/britbox
https://deadline.com/2019/02/kevin-reilly-warnermedia-streaming-1202554916/
https://deadline.com/2019/02/kevin-reilly-warnermedia-streaming-1202554916/
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新たなタッチポイント：
消費者のいるところへ4

メディアやeコマースの体験がよりパーソナルな
ものへと変化するにつれて、消費者の満足感はます
ます瞬時かつ即時に高まるようになった。これを受
けて、コンテンツ制作者や配信事業者は個々の消
費者に訴求する新たな方法を設計し、マーケター
は、消費が起こるポイントで消費者を捕捉して即座
に購買へ向かわせる方法を模索している。その結
果、消費者とのタッチポイントに急速な拡大と進化
がもたらされている。

欲しければ、買えばいい

瞬時に満足を得ることの一例として、スマートホームの中
心的役割を担う音声アシスタントの普及が高まったことと、
それと関連するvコマース（音声での買い物）の台頭が挙げ
られる。これらのテクノロジーを融合することで、自宅での
利便性が高まり、消費者は受話器やキーボードに触れるこ
となく、ソファに座ったまま夕食や洗剤を注文することができ
るようになった。スマートテレビをはじめとするGoogleアシ
スタント機能が搭載されたさまざまなデバイスが家の中に
増えるにつれて、vコマースの潜在的な可能性もますます急
速に拡大している。

もう一つの事例は、Amazonによって普及した「クリック・
アンド・バイ（1クリックで即購入）」広告モデルで、消費者の
検索ワードに応じて広告を表示することができるというもの
である。インドでは大手eコマースプラットフォームである
FlipkartやAmazonで、消費者が購入決断を下す場面にデ
ジタル広告を表示する傾向が強まっている。消費者のイン
ターネットリテラシーが高まるにつれ、彼らは欲しいブランド、
製品、体験に対してよりターゲットを絞った形でダイレクトに
接触するようになった。そしてこれは多くの場合オープンイ
ンターネット上ではなく、アプリ内や企業のeコマースサイト
で起きている事象だ。インターネット検索エンジンなどの中
間事業者は、消費者が商品やサービスを検索する上で、依
然として重要な役割を果たしているが、徐々にその立場は弱
くなり、主流から外れ始めている。

消費者の購買意欲をさらに高めるために、商品購入のた
めのウェブサイトに移ることなく買い物できるショッパブル
（Shoppable）な形態へと広告はさらに変化している。若年
層を中心とする多くの消費者は、ソーシャルメディアのプラッ
トフォームをウィンドウショッピングの場としてだけではなく
実際に買い物をする場として活用する傾向が高まっている。
ハイテク愛好者が最新ガジェットを箱から出してみせたり、
ビューティvloggerが最新の「ゲットしたもの」を見せびらか
したり、セレブが最新ファッションをまとってレッドカーペット
を歩いたりする光景を動画で視聴し、買い物をしている。従っ
て、視聴者がソーシャルメディア投稿記事をクリックするだ
けで、その商品を購入できるようにすることは、理にかなっ
たネクストステップであるといえる。今やグローバル・ショッ
ピング・フェスティバルと化した中国のシングルズデー（独身
の日）の後押しもあり、アリババはインタラクティブなショッ
パブルビデオにおける世界的リーダーの地位を確立した。
ショッパブル広告は、YouTube、Pinterest、Instagram、
Facebookで定着している。2019年 3月、Googleは、
Google Imagesの画像検索結果においてショッパブル広告
の試験導入を開始すると発表した。

ブランド各社もショッパブル化へ
多くの有名ブランドが、ショッパブル広告やメディアを活用し
始めている。世界的な水着ブランドSpeedoは、選手インタ
ビューやライフスタイル記事に商品がシームレスに組み込ま
れたショッパブルコンテンツを制作している。また英国の小
売業者Marks&Spencerはショッパブル Instagramの使用
においては業界の先駆者であり、2018年 9月には
Facebookのショッパブル機能も併用した「must-have」
キャンペーンを行った。

消費者をソーシャルメディアへエンゲージさせるためには、
マーケターは広告以外の領域も考慮しなければならない。
ソーシャルメディアでますます影響力を強めるインフルエン
サーの台頭は、より広い意味でのパーソナライゼーションが
実際に起きていることの証である。彼らのような企業スポン
サーのついていない個人のコンテンツ制作者は、Instagram

やTikTokで自ら視聴者を開拓し、フォロワーと個別に強い

https://medium.com/exmachinagroup/alibaba-and-ted-baker-two-case-studies-in-shoppable-video-91d5af40db4c
https://medium.com/exmachinagroup/alibaba-and-ted-baker-two-case-studies-in-shoppable-video-91d5af40db4c
https://www.businessinsider.com/google-will-start-testing-shoppable-ads-in-image-searches-2019-3?r=US&IR=T
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個人をその居場所でみつける

進化の一つとして、マーケターは今後、消費者にとって最
も貴重な資源である「時間」を消費している「場所」におい
て彼らを獲得することが求められる。多くの消費者が単独で
参加するeスポーツとゲームは、消費者が自らのペースと裁
量で消費とエンゲージメントをコントロールしている二つの
領域である。

これらセグメントはコンテンツ制作者やマーケターにとっ
て重要な新領域として台頭しており、ここで競合する各社は、
『フォートナイト』やその模倣者の成功から学ぼうとしている。
そして今や大観衆を集めるeスポーツリーグは、それまで個
人でゲームに参戦していたプレーヤーを視聴者集団へと変
えようとしている。

eスポーツの成功には、従来のメディア企業や通信企業も
注目している。2018年10月、Singtel、Optus、Airtel、AIS、
Globe、Telkomselなどのアジア太平洋地域の通信企業が、
当該地域におけるeスポーツのエコシステムを成長させる
目的で了解覚書を交わした。今後も引き続き、モバイル決済
などの領域やeスポーツコンテンツの制作・配信の成長を支
援することにおいて協業していく。

注目を集める『フォートナイト』
2019年1月、Netflixは、HBOやHuluよりも『フォートナイ
ト』の方が注目度においてより強力な競合相手であると述
べた。2018年におけるバトルロイヤルというジャンルの驚
異的な成功は『フォートナイト』が先導し、大手ビデオゲーム

絆で結ばれ、その絆を通して収益化を図っている。こうした
流れにより、近年より多くのブランドがインフルエンサーと手
を組み、ショッパブルコンテンツのプロモーションを行ってい
る。芸能事務所を含め、マーケティングのインフラは、インフ
ルエンサーを中心に成長している。しかし、インフルエンサー
のチャンネルは、Fyre Festival事件（実際には開催されな
かった史上最大のパーティ）以来、より厳しく精査されるよう
になっている。このパーティは、インフルエンサー達によって
大々的に宣伝販売された後に失敗に終わり、その経緯は
NetflixとHuluの二大チャンネルが競ってドキュメンタリー
制作するほど話題となった。インフルエンサーの活用がさら
に拡大するなかで、業界は倫理上・規制上の懸念にも対処
しなければならないであろう。2019年1月、英国の広告基準
を監督する規制当局は、ソーシャルメディア上のインフルエ
ンサー数百名に対し、自身の発信するメッセージが、スポン
サーからの報酬を受け取った上で発しているものか否かを
公表する必要がある旨を通告した。さらに今後は、インフル
エンサーが自ら発信するメッセージに関して責任を問われ
るべきか否かについても議論の的となるであろう。

eスポーツ
ビデオゲーム市場において最も急成長している領域で
あり、2020年には市場規模が10億米ドルの大台を突
破する見通し。

Source: PwC Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023, www.pwc.com/outlook

新たなスポーツのマーケティング・プラットフォーム
eスポーツは、広告とスポンサーシップを行う新たな場所として、人気に火が付き始めている

世界のeスポーツ収益推移（単位：百万米ドル）
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新たなスポーツのマーケティングプラットフォーム	
eスポーツは、広告とスポンサーシップを行う新たな場所として、人気に火が付き始めている

https://www.thedrum.com/news/2018/10/08/telcos-asia-pacific-commit-building-and-growing-esports-ecosystem-the-region
https://www.prweek.com/article/1522834/hundreds-influencers-warned-asa
https://www.pwc.com/outlook
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各社に戦略を再構築させるほどのインパクトがあった。基本
ゲームは無料のままだが、『フォートナイト』は全プレーヤー
に対してフリーミアムコンテンツを提供し、さらに追加コン
テンツを得るための「バトルパス」購入を推奨する。その結
果、このサービス内容の透明性と価値に納得した、関与度
が高く忠実なプレーヤーコミュニティの形成へとつながった。
『コール・オブ・デューティ』と、EA社の『バトルフィールドV』
が2018年に類似したモデルを採用したが、2019年以降は
さらに多くのタイトルが出現すると期待されている。

オーディオ市場もまた、パーソナライゼーションが進む環
境において好況に沸くもう一つのセグメントであり、消費者
が長い時間接触するようになった。この動向は、新しいプラッ
トフォームの継続的成長や、M&Aが広く行われていることに
影響されている。音声市場の活性化（または再活性化）は複
数の要因によって牽引されている。スマートスピーカーの普
及、コネクテッドカーの出現、音楽ストリーミングプラット
フォームの勢い、そして魅力的な新ジャンルとしてポッドキャ
ストの急速な普及などである。2018年、世界のレコード音
楽市場の収益は2017年比で7.7％増加して267億米ドルに
到達した。デジタル音楽配信市場の収益は、2018年に
28.8％成長し、上記市場の成長に最も大きく寄与したセグ
メントであった。

これらビジネス機会を最大限に捕捉して活用するために、
大手各社は、全てのジャンルを網羅するオーディオプロバイ
ダーへと姿を変えようとしている。その結果、現在はさまざ
まなサイトから音楽、ラジオ、ポッドキャストなどのコンテン
ツを探し求めている消費者にとって、全てが手に入る「ワン
ストップショップ」が実現するだろう。

SiriusXMとPandoraはこの戦略を採用し、35億米ドル
の企業合併を経て世界最大のオーディオエンタテイメント企
業が誕生した。また、英国の公共放送BBCも、同様のワン
ストップショップのアプローチを取り入れて、2018年後半に
自社独自のオーディオプラットフォームBBC Soundsを立
ち上げた。このアプリは、音楽、ラジオ、ポッドキャストのコ
ンテンツを一つのサービスとしてパッケージ化し、リスナー
の聴取習慣に基づいてカスタマイズされたレコメンデーショ
ンを提供する。中国もまたオーディオ消費市場の拡大の波
に乗っている。ニールセン調査および、オンラインラジオの
プラットフォームQingting FM（Dragonfly FM）によると、
2018年の中国では6億6,100万人がデジタルオーディオを
聴いていたが、これは同国のオンライン人口の実に82％に
相当する。

OTTとeコマースの力を融合させる

エンタテイメント・メディア業界の企業が、顧客に対して売
り込みをかけるべき場所の多様性は広がり続けている。加
速するパーソナライゼーションへの流れにより、今マーケター
に求められるのは、多種多様な場所に存在する消費者を、そ
れぞれの場所で獲得してエンゲージさせるための洗練され
たアプローチを取ることである。OTTサービス業界におけ
る次の飛躍的前進は、例えばeコマースとの統合かもしれ
ない。消費者が映画を鑑賞しつつ、リアルタイムで出演俳優
が着用しているサングラスを購入するといった機能は、かな
り以前から実現を期待されている。

より一般的には、パーソナライゼーションが進む世界にお
いては、アナリティクスやデータインサイトが、効果的なアド
レサブル広告（CRM<顧客関係管理>データを用いて特定
のユーザーへ配信する広告）のコアドライバーとなるだろう。
概してFacebookやGoogleで見つけられるような人口統
計、支出パターン、興味などの既存データセットは、有益な
情報である。そしてさらに、値ごろ感や支払い能力など、新
次元のインサイトをそこに重ね合わせることが次のステップ
となる。今後、消費者の関心はOTTチャンネル、アプリ、配
信プラットフォームなどの、パーソナライズされた世界へと
移行し、インターネットブラウザなどの追跡容易な環境から
離れていくにつれ、マーケターは自社にとっての潜在的顧客
像を詳細に描き出す方法を導き出さねばならない。

Source: PwC Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023, 
www.pwc.com/outlook

世界の音楽、ラジオ、ポッドキャスト収益
（単位：10億米ドル）
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https://www.theguardian.com/business/2019/apr/02/global-music-revenues-cds-spotify-apple-music-amazon-music
https://www.theguardian.com/business/2019/apr/02/global-music-revenues-cds-spotify-apple-music-amazon-music
https://www.kr-asia.com/over-650-million-chinese-tuned-into-digital-audio-in-2018
https://www.pwc.com/outlook
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テクノロジーの進化：
パーソナライズされたコンピューティングの新時代5

1980年代の最も偉大な進歩は、パーソナルコン
ピュータの到来であった。そして2020年代、第4次
産業革命の中で、次なる重要な進化のステップは、
パーソナライズされたコンピューティングだ。デー
タアルゴリズムやAIを賢く利用することで、エンタ
テイメント・メディア企業は、デジタル製品やサー
ビスの質を向上させるとともに、全く新たな製品や
サービスも導入することになるであろう。

AI活用の拡大

今日、AIとその潜在的な利便性について完璧に理解して
いる消費者はほとんどいないが、AIは彼らの生活に確実に
浸透している。メディアにおいては、消費者自身が検索する
手間をかけずとも、代わりにAIが個人の嗜好や消費履歴を
把握し、多様なサービスの中から最も魅力的なコンテンツ
を見つけてくれるだろう。

誰もがこのような機能を求めているが、今のところ十分に
実現できていないというのが現実である。PwCの調査レポー
ト「A new video world order」によると、現在動画配信
サービス各社がAIを使って提供しているレコメンデーション
機能に対して、消費者は大きな不満を感じていることが分か
る。そのため消費者は今もなお、個人が書いたレビューや、
周囲の人からのレコメンデーションをより好む傾向にある。

消費者の3分の1以上（36％）が、配信プラットフォームで
コンテンツを検索する方法を今よりも簡単にして欲しいと
願っており、配信サービス側が自分以上に自分が見たいも
のを理解していると考える人はわずか21％にとどまる。ま
た、今日のアルゴリズムが事後対策的であって事前予測的
ではないことにも不満を抱いており、実に30％の消費者が、
配信サービスから同じコンテンツを繰り返し推薦されると回
答した。インターネット利用者も同様の不満を抱いている。
例えば、既に予約したホテルの広告ばかりが執拗に表示さ
れることがあるという。

パーソナルデータの価値が高まる

AIが、アドレサブル広告のターゲティングや、検索やレコ
メンデーションの精度向上に活用されるか否かにかかわら
ず、全ての基となるものはパーソナルデータである。従って、
AIの利用拡大とともに、パーソナルデータの価値も上昇し
ている。人々はまた、自身のパーソナルデータを、インター
ネット閲覧で無意識に提供したり、サービスの申し込みやア
ンケートに記入する際に意識的に提供したりしているが、そ
れが相手方当事者にとって価値を生み出していることを認
識し始めている。誰もが異なる消費プロファイルを持ち、そ
のプロファイルによって提供されるサービスの内容がどこま
で自分のニーズに合わせてカスタマイズされるかが決まる
世界において、データ収集の重要性はより一層高まるだろう。
従って将来的には、コンテンツではなくデータこそが至上の
価値を持つに至るであろう。

あなたのデータを販売したいですか？
消費者が自身のデータを第三者へ提供する対価として報酬
を与える企業の数が増加している。CitizenMeは、加入した
会員が匿名化された自身のデータを企業に提供するたびに
即時に現金報酬を与えている。また、Wibsonは、Spotify

やUberの支払いに使える「Wibsonポイント」と引き換えに
消費者のデータを購入している。パーソナルデータのセキュ
リティプラットフォームであるDigi.meでは、消費者がパーソ
ナルデータをここに集約し、特定の倫理基準を遵守すること
に合意したアプリや企業に対して非公開で共有することを
支援している。

パーソナルデータの価値の向上がもたらした一つの影響
として、規制が、データのプライバシーと保護に対してより強
まったことが挙げられる。これについては、16ページで詳し
く分析する。しかし、もう一つの影響は、消費者が自らのデー
タを資産として販売することによってマネタイズすることが
可能となることだ。

https://www.pwc.com/us/en/services/consulting/library/consumer-intelligence-series/video-consumer-motivations.html
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5G: テクノロジー・メディア・テレコム業界のバリューチェーン
全体への影響

次世代通信規格5Gは、テクノロジー・メディア・テレコム
業界へ大きな影響を与える重要な技術的進歩であり、本レ
ポートでも繰り返し登場するテーマである。現在、設置工事
が行われている5Gネットワークは、回線速度が4Gの100倍、
そして処理能力も1,000倍と、4Gに比べて飛躍的な機能向
上を提供する通信インフラであり、今後数年で4Gを代替す
ることが予測される。

その結果、5Gは4Gよりはるかに高いスループット（処理
能力）と信頼性を持ち、レイテンシ（遅延性）を解消し、省エ
ネを実現、そしてデバイスに大容量のコネクティビティを提
供する。

5Gは今後10年間、テクノロジー・メディア・テレコム業界
のバリューチェーン全般に影響を与え、モバイル機器を介し
たインターネット利用を大幅に増加させるであろう。また、
パーソナライゼーションへの動向をさらに加速させ、携帯電
話やその他モバイルデバイスを通じて、より多くのエンタテイ
メントやメディアへのアクセスをより容易で、便利で、低価格
なものにするであろう。

5Gによる影響は既に認識され始めている。例えば、5G

導入に大きな将来性を見据えるインテル、マイクロソフト、
Nvidiaといった企業が投資を増大させたことにより、クラウ
ドゲーム業界は今、再活性化を迎えている。Googleは最近、
Stadiaというクラウド・ゲーム・プラットフォームを発表し、
AT&TやSK Telecom、Verizon、Vodafoneといった通信企
業各社は他のクラウドゲーム事業者と業務提携契約を締結
した。PwCの「アウトルック」でも解説しているとおり、ビデ
オゲームは今後2023年まで、デジタル消費収益における成
長と規模の両面で最も魅力あるセグメントであろう。2020年
半ば頃に、5Gネットワークへの加入者数がゲーム開発事業
者にとってのクリティカルマス（商品やサービスの普及率が
一気に跳ね上がる分岐点）に達した時点で、5Gを前提とし
た新たなアプリケーションが出現し、人気を拡大させるであ
ろう。これらのサービスは、時と場所を問わず消費者に提供
され、決定権と選択肢がこれまでにないほど融合したもの
となるであろう。

4Gと5G
のサービスが、2023年に32カ国で携帯通信サービス
加入者の90％以上を占めるであろう。

Source: PwC Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023, www.pwc.com/outlook
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5Gに牽引されてVRの規模が拡張する

未来のメディアとして以前より注目されてきた仮想現実
（VR）を、ついに5Gがクリティカルマスへと引き上げようとし
ている。VR技術が本格的に商用化されてから4年目を迎え
るが、当初予想されたほどは消費者に浸透していない。ま
た、インストールベースであるゲーム機やPCの普及率と比
較しても、VRの普及率は依然として低いままであることが
分かる。その要因となっているのが高いコスト、設定の難し
さ、魅力的なコンテンツの不足などが挙げられる。

今日に至るまで、仮想現実（VR）と拡張現実（AR）は、主
に資源エネルギー業界などのB2B用途で普及してきたが、
現在はVRが消費者の領域にも浸透しつつあり、5Gの到来
によってさらにその勢いは加速するであろう。VR用ヘッド
セットが販売を伸ばすきっかけとなったのが、ポータブル専
用や独立型ヘッドセットの登場だ。中でも独立型VRヘッド
セットの次世代商品の先頭を行くのが、400米ドルで販売さ
れているOculus Questだ。この商品はソニーPlayStation 

VRやHTC Viveに匹敵する没入体験を提供する性能があり、
かつ、より低価格でオールインワン型となっている。もしこれ
がヒット商品となれば、Oculus Questは、2019年のVR普
及に向けて大きな推進力となり、また各国における5Gの整
備進展がさらなる市場拡大を後押しするだろう。

ビデオゲーム
がVRコンテンツ収益を牽引しており、2018年は全体
の53％を占めている。

VR業界の明るい未来を示すもう一つの兆候は、業界にお
けるさまざまな協働施策が出現していることであろう。その
一例として、ARやVRのソフトウェア開発の単純化を目的と
したOpenXRというオープンスタンダードを提唱する
Khronos Groupがある。このコンソーシアムには、Google、
HTC、Microsoft、Oculus、Nvidia、Valveなどが加盟して
いる。VRの潮流が高まっていることを認識した企業各社は
今、VRサービス、プラットフォーム、ハードウェアのエコシス
テムをいかに成長させるかに注力している。また、自社が真
に付加価値を提供できる領域はどこか、それは独自のハー
ドウェアなのか、新たな事業モデルなのか、またはソーシャ
ルプラットフォームなのか、より現実的に分析している。

2017
$14億

2018
$22億

2019
$29億

2020
$36億

2021
$43億

2022
$50億

2023
$61億

Note: The markets are US, Japan, China, South Korea, UK, France, Germany, Russia, Italy, Spain.
Source: PwC Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023, www.pwc.com/outlook

仮想現実（VR）の成長率実績

世界の主要10カ国におけるVR市場収益（単位：米ドル）

世界のVR収益 世界のVR収益（予測値）

2016
$4.2億

注 :	市場は、米国、日本、中国、韓国、英国、フランス、ドイツ、ロシア、イタリア、スペイン 
出典：	PwC, Global Entertainment & Media Outlook 2019-2023, www.pwc.com/outlook

仮想現実（VR）の成長率実績	
世界の主要10カ国におけるVR市場収益（単位：米ドル）

https://www.pwc.com/outlook
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信頼と規制：
パーソナルデータの徹底した保護を追求6

消費者が、今後ますます自分を中心としたメディ
ア体験の構築を進めようとする中で、再生音楽や購
入商品などのパーソナルデータは、必然的にそのプ
ロセスにおける中心的役割を果たすことになる。例
えば、コネチカット州のある人物が現金で映画観
賞券を購入し、雑誌定期購読料を小切手で支払っ
た場合、コンテンツ提供者および販売者は、その顧
客の情報をほとんど手に入れることはない。しかし、
デジタル化された世界においては、数十億件の小
口取引や活動のデータが、平然と収集され追跡され
ている。ある意味、私たちが動画を見ている時、彼
らは私たちのことを見つめ返しているのである。

消費者および政治指導者や規制当局は、ますますパーソ
ナルデータの断続的な提供に関連するリスクを懸念し始め
ている。情報はハッキングされて不正を働こうとする者の手
に渡るかもしれない。スマートスピーカーが指示に注意深く
耳を傾けている一方で、プライベートな会話にも聞き耳を立
てている可能性もある。企業はユーザーのデータを、第三
者と共有したり、不用意に外部に漏えいさせてしまったり、さ
まざまな商品やサービスを売り込むために利用する可能性
がある。これこそが、パーソナルデータの徹底保護が、エン
タテイメント・メディア業界のエコシステム全体の健全性を
保つための重要な要素になりつつある理由である。

信頼が議論の焦点に

近年、このような懸念が信頼と規制にまつわる課題を形
成し、プライバシー問題、パーソナルデータ保護、ネット犯罪
から子供を守ることがますます課題の焦点となっている。デー
タのハッキングや共有にまつわる不祥事、政治目的でパーソ
ナルデータが利用されることへの広く蔓延する恐怖心が、こ
れらの課題の緊急性を高めた。データの所有権もさらなる
課題である。現在、プラットフォーム上のデータは、一般的に
プラットフォーム事業者に所有権があるとされている。

信頼またはその欠如という概念は、エンタテイメント・メ
ディア業界における多数の企業にとっての戦略上重要なテー
マとなっている。この非常につながりの深い世界では、感情
が光速で拡散する傾向にあり、一つの出来事であってもブラ
ンドの評判を広範囲にわたって毀損し得る。顧客とのやりと
りが、オンラインであってもオフラインであっても、あるいは
アプリ内でもインターネット上でも、その一つ一つが、信頼
を構築または毀損する潜在的可能性を持っている。

データ保護への社会的関心が高まっていることを裏付け
る一つの現象が、SuperAwesomeなどのデータプライバ
シーに注力した企業の成功である。同社の「kidtech」技術
は、子供達がネット上で個人特定されることを防ぐため、デー
タ収集をしないインターネットを可能にしている。
SuperAwesomeの技術は現在、世界中の主要な子供向け
ブランドや子供向けコンテンツ所有者によって使用されてい
る。さらに広くみると、デジタル広告市場は、パーソナルな
領域に踏み込みすぎた露骨な広告ターゲティングは消費者
から敬遠され始めているため、説得力あるコピーと関連性
の高いコンテキストの「パーソナル過ぎない」広告へとシフト
している。

デジタル依存 :	オンラインで長時間を過ごしすぎてい
ないか？
データの不正使用に対する懸念と並んで、デジタル依存のリ
スクに関する懸念もある。これは、アルコール、たばこ、その
他の物質への依存症と同等の病として、ますます認知が高
まっている課題である。世界保健機関（WHO）は2018年
「ゲーム依存症」を国際疾病分類に追加し、Googleも「デジ
タルウェルビーイング」に注力し始めている。デジタル依存
症は特にビデオゲーマーの間で深刻に拡大しているものの、
このリスクに陥る可能性がゼロという人は誰もいない。英
国のインターネット依存症を主題とするウェブサイト、
Itstimetologoff.comは、英国の成人は1日あたり平均8時
間41分をスマホやパソコンなどの画面に向かって過ごして
いるとしている。これは、彼らの睡眠時間よりも長い。そして
英国の子供たちが画面を見て過ごす時間は平均6時間30分
となっている。

https://www.strategy-business.com/article/The-kidtech-is-all-right?gko=74869
https://www.who.int/features/qa/gaming-disorder/en/
https://wellbeing.google/
https://wellbeing.google/
https://www.itstimetologoff.com/digital-detox-facts/
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個人が企業とのかかわり方を再考するにつれて…

これら全ての課題の中核にあるのは、企業の個人とのか
かわり方、そして個人の企業とのかかわり方に関する規範と
基準である。その関係が両者にとって平等かつ開かれたも
のであれば信頼が構築され、人々はより好意的にデータを
提供するであろう。消費者との密接な関係や頻繁なインタラ
クションを持つエンタテイメント・メディア業界やテクノロジー
業界においては、そのような信頼を醸成することが特に重要
であるといえる。

PwCの「世界の消費者意識調査 2019」は、消費者が提
供するデータを丁寧に扱い、引き換えにデータの対価として
価値を提供することこそが、今後追求すべき道であると示唆
している。調査結果によると、消費者におけるデジタルな世
界への信頼感は年々高まっているということだ。2018年、世
界各地の調査対象者約21,000名のうち半数以上（51%）が、
ネット上で支払い処理を行ったと回答した。また54％が週
2回以上、映画やテレビ番組をネット再生で鑑賞したと回答
している。一方で、他のPwC調査によると、消費者の71％
が、機密情報を承諾なしに第三者へ開示した企業とは取引
を停止すると回答している。

さらに、個人情報保護に関する懸念や意識の高さは地域
によって大きく異なり、例えばドイツでは中東よりもはるかに
大きな課題として認識されている。しかし、消費者がそれほ
ど問題意識を持っていない地域においても、規範や期待水
準は常に変化しているため、企業は個人情報保護の重要性
を無視できない。昨日は普通のこととして受け入れられて
いた慣行が、明日は禁止される可能性があるからだ。

プライバシー侵害に対する規制当局の対応

結論として、企業が消費者のデータを適切に保護しない
場合、またそれらを消費者が同意していない目的で使用し
た場合、企業は消費者から糾弾を受けるばかりでなく、規制
当局からも厳重な処分を受けるリスクに直面する。2019年
1月、フランスの個人情報規制当局CNIL（情報処理と自由
に関する国家委員会）は、Googleに対し、EU一般データ保
護規則（GDPR）違反により史上最高額となる5,000万ユー
ロ（5,600万米ドル相当）の罰金を科した。その3カ月前に、
英国個人情報保護委員会（ICO）もFacebookに対して
「データ保護法への重大な違反」により50万ユーロ（65万
8,000米ドル相当）の罰金を科した。

世界的に統一されていく可能性

これらの罰金や、それに関連する否定的な報道は、消費者
の行動にほとんど影響を及ぼしていないようである。企業は、
常に規制当局による制裁措置に脅かされている環境を打破
するべく、規制により一層の明確性を求め、世界的にデータ
保護規制を統一するよう各国政府に働きかけている。
2019年3月、Facebook Chief Executiveマーク・ザッカー
バーグは、規制当局に対し、インターネットに関する規制を確
立することにおいて「より積極的役割」を果たすよう求めた。
ザッカーバーグCEOはさらに、EU一般データ保護規則
（GDPR）を模範とした、データプライバシー保護規制に関す
る「世界的な枠組み」を定めるべきであるとも提唱した。

「米国および世界各国における新たなプライバシー
規則は、EU一般データ保護規則（GDPR）が提供
する保護に基づいて構築されるべきである。企業
が情報を安全目的やサービス提供のために使用す
ることを可能にする一方で、個人が情報をどのよう
に使用されるか選択する権利の保護が必要である。
また、データをローカルに保存することを義務づけ
るものであってはならない。なぜなら、そうすること
によってデータが不正にアクセスされるリスクが高
まるからだ。また、Facebookなどの企業が過ちを
犯した際には、制裁措置を科して責任を問える方
法を定めるべきである」

―Facebook Chief Executive, マーク・ザッカーバーグ、2019年3月

世界的に見て、プライバシーに関する動向は、進化しなが
らも比較的一般的な基準に沿って統合されつつある。
2018年、インド政府は、エンタテイメント・メディア業界各社
が消費者に関するデータを収集・分析する方法を規制する
個人情報保護法を導入した。また2018年8月、ブラジル政
府も独自の一般データ保護法を制定し、2020年2月から施
行する予定である。ますます分散化とパーソナライゼーショ
ンが進むメディアの世界では、世界各国の規制が、いずれは
統一化する方向へ進んだとしても驚くべきことではない。よ
り確実性と一貫性が高まれば、消費者、企業、規制当局な
ど、全てに対して恩恵がもたらされ、最終的には事業にとっ
て不可欠な「信頼」を強化することにつながるだろう。

https://www.pwc.com/gx/en/industries/consumer-markets/consumer-insights-survey/customer-data-respect.html
https://www.pwc.com/us/en/advisory-services/publications/consumer-intelligence-series/protect-me/cis-protect-me-findings.pdf
https://edition.cnn.com/2019/03/30/tech/facebook-mark-zuckerberg-regulation/index.html
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結論：
パーソナルな関係を築く7

テクノロジーと顧客行動の進化によって推進され
るパーソナライゼーションの波は、一向に沈静化す
る兆候はない。それどころか、技術力、規模、積極的
な投資と競争によって、今後さらに増幅されていく可
能性が高い。パーソナライゼーションは、このダイナ
ミックなエンタテイメント・メディア業界に参画する
企業の経営幹部に対してさまざまな示唆を与える。
大きく変化しつつある業界風景の中で、全てのプ

レーヤーは最適な舵取りを新たに検討することが
求められ、そしてそれは、変革の速さと規模によって、
以前よりもさらに大きな挑戦となっている。それで
もなお、全てのプレーヤーが取るべき明確な第一
歩がいくつか存在する。

顧客を知る。効果的かつ顧客の関心を惹きつけるような
パーソナライゼーションは、もはや業界で戦うための前提条
件となっている。個々の消費者に合わせた広告、番組、記事
などを提供できない企業や、消費者が興味を持たない素材
を大量に送りつけて困らせるような企業は、消費者から距
離を置かれていくだろう。しかし、OTTサービスやアプリ業
界が持続的に成長する一方で、新たな、より厳格化された個
人情報保護規則の存在が、消費者行動に関する従来の情
報収集の在り方に一石を投じるであろう。従って、顧客の嗜
好を知りたいと願う企業は、新たなデータセット、方法論、新
しい行動パターンを学ぶ必要がある。これを人類学、または
次世代データサイエンスと呼ぼうとも、パーソナライゼーショ
ンにより、企業は消費者を複雑な個人として認識し理解する
よう努めることを余儀なくされる。

事業を進化させる。従来型メディア企業の多くは、過去に
自社の成功に貢献してきた事業モデルや運営モデルが、も
はや将来においては有効でないと認識しつつある。今後、競
争優位を獲得するためには、企業には敏捷性と迅速性が求
められる。多くの企業にとって、変革へ取り組む中で進化さ
せるべき道筋が見つかるだろう。ある企業にとっては、例え
ばコンテンツアグリゲーションからコンテンツ制作へと、バ
リューチェーンの上流へとさかのぼる決定を意味するかもし
れない。他の企業にとっては、ターゲットを絞った買収とい
う戦術かもしれない。これら進化への取り組みを成功させ
るためには、消費者への徹底した注力、イノベーションへの
継続的な意欲、不確実な将来に向かって大きな賭けに打っ
て出る意志などが不可欠である。

ケイパビリティを構築する。パーソナライゼーションが進
む世界において、業界プレーヤー各社は競争の舞台に立つ
ために、ケイパビリティを継続的に構築していかねばならな
い。例えば、テレビジョンネットワークが有料ビデオ・オンデ
マンド・チャンネルを開設する際には、それまでにはなかった
テクノロジー、マーケティング、プログラム編成スキルを必要
とする。マーケティング領域は既に十分複雑であるが、ライ
ブイベント、アプリ、eコマース、インターネット検索、音声、イ
ンフルエンサーへの協力要請を含む新しいプラットフォーム
に対処できる、マルチな能力を有するプロフェッショナルの
領域へと、今後さらに進化していくであろう。

ユーザー体験に注力する。個人への注力が高まるにつれ
て、ユーザー体験が重大な差別化要因となっている。コンテ
ンツの配信・配給・プレゼンテーションの新たな形態は、ユー
ザー一人一人が使いやすさを実感し、アクセスしやすく、ま
た幅広い層のユーザーがプラットフォームを自らの好みでカ
スタマイズできる機能を備えていなければならない。そして、
消費者が求めるレベルでのパーソナライゼーションの実現
を可能にすることが期待される。
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コンテキストも重要であると理解する。企業は、顧客に対
する理解、戦略の進化、コアケイパビリティ、質の高いユー
ザー体験に強く注力しない限り、成功することは難しいだろ
う。この急速な変化の中で、企業は事業分野を問わず、常に
最新の動向にアンテナを張り巡らせるべきであり、5Ｇなど
の技術的発展も無視する訳にはいかない。自社が事業展開
する全ての国で信頼を構築したければ、規制領域において
同時展開する複数の動向にも注視し続けなければならない。

自社と接点のある個人の信頼を獲得し、維持し、構築するた
めには、全てのユーザー IDや顧客アカウントの背後に、一
人一人違う生身の人間が存在することを忘れてはならない。
つまり、今や消費者とパーソナルな関係を築く時代が来たの
である。対応できない企業は時代の変化に取り残されてし
まうであろう。

出典： PwC

エンタテイメント・メディア業界のリーダーが今取るべきアクション

顧客を知る

新たなデータセット、方
法論、コンテキストを踏
まえた行動を分析して
消費者を理解する。

事業を進化させる

競争優位を獲得するた
めには、企業には敏捷性
と迅速性が求められる。

ケイパビリティを	
構築する

サイロが崩壊する中、 
企業は継続的にケイパ
ビリティを構築し、マル
チな能力を有するプロ
フェッショナルを惹きつ
けなければならない。

ユーザー体験に	
注力する

コンテンツは、ユーザー
一人一人が使いやすさ
を実感し、アクセスしや
すく、また幅広い層の
ユーザーがプラット
フォームをカスタマイズ
できる機能を備えていな
ければならない。

コンテキストも重要で
あると理解する

企業は、技術開発、競
合市場、規制における
最新動向にアンテナを
張り巡らせていち早く対
応すると同時に、全ての
ユーザー IDの背後に個
人が存在することを忘
れてはならない。

1	 2	 3	 4	 5
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データの算出方法と定義

過去データ

本レポートに記載の予測値を含む数値は、さまざまな情
報源から集めた過去のデータを基に作られています。なお
データの正確性と網羅性については、業界団体や政府機関
などから一般公開されている情報を第一とし、データを使用
した箇所には出典を明記しています。公示情報から入手不
可能な情報については、関連業界団体、規制当局機関、業
界をリードする企業へのインタビューを通じ、知見や予測に
ついて収集し数値を算定する上で、参考にしています。

予測値の算出方法

予測値の算出方法は、定量・定性両側面から分析を行い
算出しています。なお、その分析に際し、スコーピング、マー
ケットマッピング、データ収集、数値のモデリング、その結果
として算出された数値の妥当性の評価について、精密なプ
ロセスにて行っています。

注記 : 本レポートにおける全てのデータ、図表およびグラ
フは（特記事項の記載がない限り）「グローバル エンタテイ
メント&メディア アウトルック」に基づきます。

定義

エンタテイメント・メディア業界における消費者支出と広
告収入に関する詳細なデータへのアクセスをお考えですか？
「グローバル エンタテイメント&メディア アウトルック」は
14のエンタテイメント・メディア業界に関連するセグメントを
対象に、今後5年間の消費者支出と広告収入に関する動向
を53の国と地域についてグローバル分析した包括的なデー
タソースです。

�� 書籍
�� B2B

�� 映画
��データ消費
��インターネットアクセス
��インターネット広告
�� 音楽、ラジオ、ポッドキャスト
�� 新聞と一般雑誌
�� OTTビデオ
�� 屋外広告
�� 従来のテレビやホームビデオ
��テレビ広告
�� ビデオゲームとeスポーツ
��バーチャルリアリティ

「アウトルック」で網羅している各セグメントの詳細な定義
は、下記リンクからアクセスいただき、ご覧下さい。 
www.pwc.com/outlook

https://www.pwc.com/outlook
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データ使用と引用許諾

データ使用

本レポートは、「グローバル エンタテイメント＆メディア ア
ウトルック2019-2023」に記載されたデータを基に作成さ
れています。消費者支出と広告収入に関する包括的データ
はwww.pwc.com/outlookの定期購読にて閲覧可能です。
PwCは「アウトルック」のオンライン上のデータの更新に努
めています。そのため、本レポートに記載のデータがオンラ
イン上のデータと相違する可能性があることをご了承くださ
い。「グローバル エンタテイメント＆メディア アウトルック
2019-2023」は消費者支出と広告収入に関する最新のデー
タを記載しています。

本レポートは、PwCが一般的なガイダンスとしてのみ提
供するものであり、いかなる法的アドバイス、会計サービス、
投資アドバイスおよび専門的なコンサルテーションも提供す
るものではありません。また、本レポートにおける記載事項
は、税務や会計、法務その他の専門アドバイザーによるコン
サルテーションに代わるものではありません。いかなる意思
決定やアクションを行う前にも、個別の状況における事実を
交え、専門家にご相談ください。

本レポートにおける情報は現状有姿で提供され、その完
全性、正確性および適時性は保証されておらず、また、明示
または黙示を問わず、特定の目的における成果、商品性お
よび適合性その他一切の保証もなされていません。本レポー
トの内容について、いかなる方法でも誤解を招いたり、十分
な文脈の提供を欠く引用または使用、提示を禁じます。

引用許諾

電子的もしくは機械的、または複写、録音もしくはスキャ
ンなどを含め、本レポートのいかなる部分の引用、複製、検
索システムへの保存、ならびにあらゆる形式や手段による配
布および送信を、事前の書面によるPwCの許可なく行うこ
とを禁じます。

許可申請はAngela Suhの電子メールアドレスangela.

suh@pwc.com宛てに、使用を希望する部分の概要と、引
用部分が掲載される文書全体のドラフトコピーを添付の上、
ご連絡ください。引用がなされている文脈をPwCが査定で
きるよう、全ての許可申請において、同様の情報提示が必要
です。

上記の事項に加え、本レポートからの引用は、市場の状
況に関する例示のためにのみ使用できるものとし、また
2019年から2023年の情報に関し、唯一の情報源としては
ならず、引用が情報源の大部分を占めないものとします。

PwCについて

PwCは、社会における信頼を築き、重要な課題を解決す
ることをPurpose（存在意義）としています。私たちは、世界
158カ国に及ぶグローバルネットワークに250,000人以上の
スタッフを有し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービ
スを提供しています。詳細はwww.pwc.comをご覧ください。

「アウトルック」サプライヤー

Ovumは、Informa Techのグループ会社であり、世界の
通信およびメディアマーケットに対し、ビジネスインテリジェ
ンスと戦略サービスを提供しています。www.ovum.com

©2019 PwC. All rights reserved. PwC refers to the 
PwC network and/or one or more of its member 
firms, each of which is also a separate legal entity. 
Please see www.pwc.com/structure for further 
details. This content is for general information 
purposes only, and should not be used as a 
substitute for consultation with professional 
advisers.

「Global Entertainment & Media Outlook」は
PricewaterhouseCoopers LLPが所有する商標です。

https://www.pwc.com/outlook
mailto:angela.suh%40pwc.com?subject=
mailto:angela.suh%40pwc.com?subject=
https://www.pwc.com/
https://ovum.informa.com/
https://www.pwc.com/gx/en/about/corporate-governance/network-structure.html
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本レポート執筆におけるPwCネットワーク協力メンバー

CJ Bangah

Rajib Basu

Daniel Bunyan

Wilson Chow

James DePonte 

Ennèl van Eeden 

Daniel Gross

Robert Kramer

Kazuteru Kubota（久保田 一輝）
Ricard Queiroz

Sharly Rungkat

Karim Sarkis

Charles Stuart

Cecilia Yau

本レポートの作成にあたり、上記のメンバーに加え、世界53の国と地域におけるエンタテイメント・メディア業界に関する
PwCの数多くの専門家がそれぞれの国と地域の動向について査読し、現地固有の専門的情報を加えました。
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It’s time for a 
fresh Outlook
PwC�s Global Entertainment & Media Outlook 2019–2023

テクノロジー、メディア、通信業界は、どのように変化しているのでしょ
うか？大きな成長を見せている国はどこでしょうか？エンタテイメント・
メディア業界において、特にどの分野が台頭、あるいは衰退するのでしょ
うか？また、AIやARは、ユーザー体験をどのように向上させているので
しょうか？

最新のアウトルックは、絶え間なく変化するこの業界においてビジネス
機会を見極めることに役立つ、明確なインサイトとデータを提供してい
ます。

14の業界セグメントならびに53の国と地域にまたがる広告収入・消費者
支出のデータにより、クライアントの皆様それぞれの将来の見通しを立
てることにお役立て頂けたら何よりです。

詳しくはwww.pwc.com/outlookをご覧ください。

https://www.pwc.com/outlook
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